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江漸地方の繭取引における

         行・壮規制について

一第一次大：戦後の膝行制度の動揺一

曽 田 β良

  はじめに

 生糸の輸出量の統計あるいは生産量の推定からわかるように，江漸地方

では器械製糸業の成立以後も長期にわたって養蚕農民の座繰製糸が維持き

れてきたω。戦前，掘江英一一一bgs「製糸業の近代化の停滞またはその疎止を

意味するCs》」とした農民の座繰製糸が長期にわたって維持されてきた要因

について，本稿の内容との関連で注目したいのは；次のような劉大傘の指

摘である。

  清朝および中華民国の北京政府の統治時期に，「糸区」での繭行の開

 設を制限する法律があった。そのため既設の繭行は独占的な状態を享受

 することになり，養蚕農民は彼らのいい値で繭を売らねばならなかった。

 多くの農民は繭を売りたがらず，自ら繰糸するという旧式の方法を用い

 たが；それは器械製糸業の発展に不利に作用した。

この劉大鈎の指摘は，器械製糸業の発展を抑制する要素である座繰製糸の

持続には，繭流通上の非経済的要因が関係していたことを示唆している（％

 この座繰糸生産の維持の一因となった繭流通上の非経済的要因について

は，江蘇省で1915年に実現した三三の開設を制限する法律の制定を中心に，

以前に考察したことがある。その時に注目した点は，この法律の制定には座

繰糸生産の維持をもとめる絹織業側と器械製糸業の対抗という問題だけで
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なく，繭行の所有者＝遡行主の利害も関係していたということにあった（％

 養蚕農民からの生繭の買付けと乾燥という業務への従事は，官庁が繭行

にのみ認可していたが，この繭行の開設が製糸家自身によってではなく，

多くの場合，産繭地の郷紳といわれるような有力者によって行われたため

に，繭取引のあり方に彼らの意向が強く影響することになった。彼ら愚行

主は同業団体を結成して繭取引を統制し自らの利益擁護を図ってきたが，

15年目法律制定に関する彼らの意図は，それを法的に補強することにあっ

た（5）o

 本稿の課題は，座繰糸の生産の維持と遡行主＝産繭地郷紳の利益の擁護

という二つの側面をもった繭行（厳密には鮮専行）の開設および繭壮（繭

の乾燥設備）の設置の規制が，他方ではそれに反対する言論や運動が15年

の法律制定以後どのように展開していったかについて，1909年の糸繭総公

所の成立を完成の指標とするところの江漸地方の繭行制度の動揺という視

点から考察することにある。

  1 「江漸両省整頓蚕桑糸綱走法」の制定

 蟹江省ではすでに清代から繭行の開設を50里1行に制限してきたが，江

蘇省において繭行の開設や繭壮の設置を規制する法律がはじめて制定さ

れたのは，1915年のことである。この「遡行取締暫行条例」（以下，「条

例」と略称する）における江蘇省の繭行および繭仕（以下，しばしば本稿

の題目のように行・社と省略する）の規制に関する主要な内容は，すでに

言及した拙稿で明らかにしたように次の5点である。1，既設繭行が5行

以上の県については，今後5年間これ以上の増設を認めない。2，5行未

満の県では，江寧，呉県，呉江等の6県について特別に制限を設ける以外，

5行までの開設を認める。3，既設の野馳の乾燥設備の増設は認めない。

4，乾燥設備未設置の繭行の営業禁止。5，難行の開設申請の糸繭総公所

（正しくは江斯早糸廠興業総公所だが，以下このように略称する）を経由

した手続。「条例」は全省にわたって行・壮の増設を制限するとともに，
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これまで繭業公所に所属せずに営業してきた「小仲買人」を繭取引から排

除しようとしていた。

 1910年代中頃になって行・肚規制の法律が制定きれた原因については，

二つの面から考える必要がある。一つは器械製糸業と国内絹織業との原料

をめぐる対抗であり，江漸地方の座繰糸を原料糸とする絹織業関係の団体

である駅留綱鍛機織連合会（以下，連合会と略称する）は，1912年頃から

難行の開設規制を要求していた。もう一つは，既設繭行の利益擁護である。

 後者の点については，少し説明をくわえておこう（詳しくはすでに言及

した拙稿を参照されたい）。「条例」制定過程上の特徴の一つは，繭行主の

同業団体である聖業公所を一つの母体とする上繭総公所が，その原案を作

成したことである。平行主は製糸家や余割商の準行の名義や設備の利用を

得てはじめて収入があるが，過多の繭行の開設は利用料の低下をもたらし

た。興業公所は繭の買付け開始日や買付け最高価格を協定するなど，繭取

引の統制を行ってきたが，「条例」の主内容の4と5は，その弛緩の防止

を意図したものである。

 すなわち絹織業関係者の要求する行・蛙の規制は必ずしも孝行主の不利

益にならないだけでなく，耳飾主独自の利益擁護の目的があったために，

目無総公所自身が原案を作成しそれをもとに「条例」の制定が実現したわ

けである。しかし制定数年後から南京国民政府成立にいたるまで，規制の

緩和や撤廃をめぐって賛否両方の立場からの議論が，地方議会の内外でし

ばしば生じた。

 1921年の「綿織両省整頓蚕桑糸綱辮法」（以下，「辮法」と略称する）制

定までの，行・壮規制の存廃をめぐる抗争の主要な舞台となったのは省議

会である。1916年から17年にかけて，野江省議会は50里1行という繭行開

設の原則を緩和する案を議決し，また常熟県の亭号らの人々の請願をうけ

た江蘇省議会は「条例」の廃止を議決した。周槙らは廃止をもとめる理由

として，糸繭総公所の手で原案が作成きれた「条例」は，繭取引の利益の

独占をねらったものであることをあげ，繭行の開設数はそれぞれの地域の
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養蚕業の発達度による自然の調整にゆだねるべきだとしていた。しかし省

政府は，「条例」の廃止は時期尚早であるという見解を示した（e）。このため

か数ケ月後には，江蘇省議会は「条例」の1県5行の原則を20行に緩和す

る案をあらためて議決したようであるω。・

 江蘇，三江両省議会で行・仕規制問題がより大きくとりあげられ，社会

の注目を集めるようになるのは1919年から21年にかけてであった。この時

期にとの問題が省議会であらためてとりあげられたのは，すでに見たよう

に「条例」は5年間に限定して行・壮の増設を制限しており，20年が満期

にあたっていたがたあであるが，．この時期に行・k±規制問題に先に口火を

きったのは，漸江省議会のほうでありた。漸江省議会は1919年に，これま

．で漸江省で繭行の開設に適用してきた50里1行という制限の基準を廃止す

ることを議決した。この議決にはすぐに各方面から反対の声があがり，杭

州の「綱業観骨堂」は杭州，嘉興，湖州，紹興各府下を'「糸区」．とし，こ

の区域では繭行の増設を認めないだけでなく，他地域からの繭の買付けも

禁止することによって，座繰糸の生産と流通を維持することを主張した（％

また南薄の糸商は三舟の開設規制の廃止に対抗して，漸西地方全域を「糸

区」とし，繭行の増設を禁止しようとした（9）。絹織業側から省議会の議決

に反対ボでただけでなく，上海の糸繭総公所も50里1行の開設基準の回復

をもとめた。％

 これら以外に漸江，江蘇の商会にも反対の声があり，漸江省政府は省内

各県に対して，県内の郷紳や商会を集めて予行の開設規制を廃止した場合

の影響を調査きせ意見を具申きせたようである。各県から集めた意見にも

とづいて，漸江省政府は原則的に2年間の呼野増発停止を命じた。すなわ

ち漸江省内においては1920年置ら2年間は，繭行数が現状に固定されるこ

とになったのである。ただ長興，嶢県，新昌の3県は知事が「紳商」を集

めて開いた会議で規制解除に賛成する声が強かったために，この決定の適

用から除外されることをもとめたω。だが連合会や中華国貨維持会などの

絹織業側の団体は，適用除外県を設けることには反対だったようであるg
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なかでも長螺については，海牛とならぶ縦糸用の細糸産地であるという理

由から，とくに反対が強かった㈹。

 この漸江省政府の措置はあくまでも2年間の暫定的なものであり，・この

措置の実施と並行して実業庁を中心に根本的な解決法も検討することにな

った。実業弓長の雲海秋はこの根本的な解決法を，江蘇，漸江両省の「糸

綱機織罷業」の代表を杭州に集めて決定しよう．としtetU。この会議は実業

庁が江蘇，漸落両省の「砲撃機織業代表」にくわえ，漸江省の「蚕業各機

関代表」を召集して，1920年4月2日中3日に開かれた6この会議につい

て注目すべき第一の点は，商工業界では絹織業の側の主導で展開している

ことである。実業庁の会議に参加する代表の召集のし方からもそれはわか

るし，また会議の第2日が杭州の観堂堂で開かれたこともそれを物語って

いる。

 注目すべき第二の点は，会議で議決された内容である。議決の行・肚規

制問題の展開過程における位置については後に示すとして，ここではとり

あえずその内容を紹介しておこう。江蘇漸江両省の絹織業側代表，漸江

省の蚕業機関代表，実業庁が派遣してきた官側代表，それに杭州総商会会

長もくわわって進められた討議の結果，4項目の議決がなされた。第1の

項目では，漸江省のうちの杭州，嘉興，湖州，紹興の各府下）'江蘇省の江

寧，蘇州，常州，鎮江，松江の各府下の地域はいつれも「糸区」と定め，

永久に行・壮の増設を認めないことを決めている。第2ジ第3項目では，

両省の官庁が各県に命じて養蚕業の奨励，普及にあたらせることを規定し

ている。さらに第4項目では，座繰糸生産の改良に関連することと考えら

れるのだが，江蘇省の無錫と漸江省の蝶県に「改良繰糸廠」を開設するこ

とをあげているa‘〉。行・蛙規制問題に直接かかわることについていえば，

江蘇，漸江両省のこれまでの主要な産繭：地では，繭行や繭壮の現状以上の

増設を認めないことを，この議決は意図している。

 省議会の興行開設規制の廃止決議に反対論が強かったために，漸江省政

府はとりあえず2年間の繭帖増発停止を決定したが，省政府の決定は期限
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の点で限定的であっただけでなく，規制の廃止に賛成の声が強かった長骨，

蝶県，新昌の3県からは適用の除外をもとめる声が出ていた。しかしその

後の絹織業側の代表等との会合での議決は，期間面での制限を除去しただ

けでなく，各県ごとの実状の差違による行・壮規制の適用除外も認めなく

なった。

 江蘇省でも1920年のおわり頃から，行・姓規制問題が省議会で議論され

るようになった。この問題をめぐって議員の問からいろいろな議案が提案

されたようである。たとえば屠宜厚らは「四半」内で活動する違法な繭行

の排除を提案し，胡允恭らは下野県の絹織物生産をまもるために丁寧等6

県と同様に同県を「特別糸区」に定めるよう提案した。他方，黄次山らは

「条例」を修正し繭肚の設置を自由化するよう提案し，酒興の平治，金町

の王鼎らは「条例」を根本から取消し，「糸区」，「繭区」の別なく一律に

行・蛙の設置を自由化する議案を提出したOS。前二者の提案が行・燈規制

の維持・強化をもとめる立場にたっているのに対して，後二者は「条例」

の修正あるいは廃止をもとめている。行・仕の規制に関するこうした二つ

の立場からの提案がなされているなかで，江蘇省議会が「条例」を廃止し

行・壮の規制を解除する議決をしたことを発端に，絹織業職工の議員襲撃

といった事態の出現も含む紛争が生じた0

 1920年末から21年にかけての行・壮規制問題をめぐる動きの一つの特徴

は，15年の「条例」制定がほとんど関連業界の団体と省政府のみによって

すすめられたのに対して，省議会や関連業界の団体以外に一般の民間人か

らの要求も出されたことである。江蘇省議会は「条例」の廃止を議決した

ものの，連合会や中華国貨維持会等の絹織業側の団体からは強い反対があ

り，生長は省議会に再議を命じた。省議会の「条例」廃止決議には，常州

の「公民」肥培徳ら10人が支持の電報を打っていたが，彼らは蚕糸業が外

国貿易や国家の経済に重要な位置をしめているという一般的な理由のほか

に，農民の生活面から「少数の商人」による利益の独占を許してはならな

いことをあげていたtO。また宜興県の農会も，省議会に繭行開設の自由化
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を要請した。％こうした省議会の議決を支持する声がある一方で，連合会

や中華国貨維持会はもとより，各地の絹織物商の団体も反対の声をあげた。

 このように「条例」の廃止をめぐって賛否両論があるなかで，20年12月

2日に南京の絹織業の職工達が省議会に突入し廃止に賛成の立場をとる議

員を殴打する事件がおきた。このため省議会はしばらく休会して事態の鎮

静を待った後，再議の命令をうけた「条例」廃止議案を特別審査会での審

査にかけた。審査会では，絹織業の側からとくに異論のあった江寧，呉江，

丹陽，呉県の4県については，それぞれの農会や商会の独自の決定と官庁

の許可にまかせる以外，他の各県ではいつれも行・蛙を規制しないと結論

し，省議会でも一部に反対意見はあったもののこの結論を可決した。％

 こうしてまた行，壮規制をめぐる賛否両論が激しく対立することになる

わけだが，両論がそれぞれの理由としてあげたのはいかなる点だったので

あろうか。省議会議員で行・肚規制の解除の立場に立っていた徐蔽は，次

の3点の理由で省議会は可決したと述べている。第一は，「繭区」の難行

開設を自由化することについてであるが，繭行の開設数の増加と養蚕業の

発達には相関関係があり，繭行の開設数が増加すればするほど，養蚕業が

発達するとしている点である。第二に黒革の設置を自由化することに関し

てであるが，これによって農民は生繭を売り急ぐ必要がなくなり，市況の

動きを見て販売でき，他方，繭行の側は営業期間の長期化と乾繭，生繭相

方の買付けにせまられ，それだけ財力のあるものでなければ開設が困難に

なり，投機的寒行開設者が少なくなる点をあげ，これは絹織業側にとって

も利点があるとしている。第二の点は，繭行主と利用者を区別しない叙述

になっているが，聖算設置の自由化が星行の性格に変化を生じさせること

は事実である。第三は，「叢書」の行・壮規制解除についてであるが，漸江

省の絹織業の改良がすすみ，鉄製織機の設置，器械糸の原料糸としての採

用，輸入絹織物の模造品生産の増加がみられる点をあげているte）。第三の

点については，農民の営業の自由権という観点からも，別の資料では述べ

られている。すなわち「糸区」の農民への生糸での販売の強制が糸商の安
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値での買付けを可能にじており，．その結果として蚕糸業の発達が阻害され

ているとして，農民が繭で売るか生糸で売るかは営業の自由にまかせるべ

・きで，買付け価格を引き上げさ．えすれば農民は喜んで生糸として売るであ

ろうと，「条例」の廃止に賛成した議員たちは述べていたua。

 他方，行・壮規制の解除に反対する絹織業側があげていた理由は，根本

的には繭行の増設が農民の繭での販売を促し，座繰糸の供給不足が絹織業

の衰退をまねくという点にあった。くわえて第一次大戦直後の器械製糸業

の実状をふまえて，反対の理由を補強していた。第一に，器械糸の売れ行

き不振で多量の滞貨が生じており，製糸工場の多くは操業を中止し救済金

を要請している現状を指摘し，繭行の過多の弊害と開設規制の必要性の根

拠としていたen。たしかに1920年の新繭年度は日本糸の暴落の影響をうけ

て始まり，海外からの注文はほとんどとだえ，江漸地方の製糸工場で旧年

末まで操業を継続し得たのは・3分の1に過ぎなかったといわれているen。

省議会で「条例」．の廃止問題が議論され始めたころにも，上海では64の製

糸工場のうち40以上が操業を中止しており，糸繭総公所は製糸工場の救済

問題におわれていた㈱。第二には，繭質の劣化傾向を繭行の増設と関連づ

けていた㈱。こうした理由をあげて省議会の議決に反対しながら，絹織業

側は20年4月の杭州での会議の4項目の決定の実施を主張した。

 1915年には「条例」の原案を作成するなど，行・壮規制問題の解決にあ

たって指導権を掌握した糸繭総公所の今回の動きはにぶか・つた。その原因

はいうまでもなく器械製糸業の不振にあり，製糸工場の救済に手をとられ

行・姓規制問題に機敏に対応する余裕がなかったものと考えられる。この

問題に対する糸繭総公所の明確な意思の表明は，20年の12月中旬になって

からなされており，総・協理の沈聯繋と黄軸捻は省議会の議決が関連業界

への相談なしに行われたことを非難し，農商部が係員を派遣し業界の意見

を聴取して'「永遠章程」を制定することをもとめた。糸増俸公所の基本姿

勢は既存の産繭地での繭行O．増設を禁止し，新たな産繭地を開拓しそこで

も繭行の制限的開設を認めようというものであった㈱。この糸繭総公所の
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基本姿勢は，絹織業側が実施を要求していた杭州での会議の決定に近似し

ている0

 1919年から21年にかけて南江・江蘇両省議会の議決をめぐって社会の注

目を集めた行・壮規制問題は，農商部令第500号「江漸両省整頓蚕桑糸綱

辮法㈱」の施行でひとまず解決をみた。農商部の手による解決という点で

は，糸繭総公所の提案に効力があったかのようであるが，「辮法」の内容

は20年4月の杭州での会議の決定とほぼ同じであった。「辮・法」の第1条

は，漸江省の杭州，嘉興，湖州，、紹興，江蘇省の蘇州，常州，鎮江，松江，

江寧の各府内の行・壮の増設を禁止しているen。第2条から4条までは養

蚕業の奨励・普及に関するもので，たとえば第4条では連合会による改良

蚕種製造所の開設と農民への蚕種の配給といった事業の推進があげられて

いる。杭州での会議の決定は4項目からなっていたが，「適法」は6条で

構成きれている。養蚕業の奨励に関する条項が噌つぶえているほか，第6

条では江蘇，漸江両省の絹織業に関する推進事業は，連合会で方法を定φ

官庁に申請して実施に移すことが述べられている。

 制定過程および内容から考えて，実業界では連合会を中心とする絹織業

側の主導の下に，彼らの要求にそうかたちで「辮法」は制定されたといえ

るが，既存の産繭地での繭行の増加を抑え，他の地域に養蚕業を普及・拡

大してい、こうとする第1条から4条までの内容は，糸繭総公所の基本姿勢

にも適合していた。1915年の「条例」と制定過程に違いはあるものの，繭

行主だちが「辮法」を自らの利益につながるものと考え，擁護する立場を

とりつづけていたことは，次の事実から明白である61928年に南京国民政

府は，「条例」や「辮法」が規定していた行・社規制の廃止を決定レたが，

「江蘇全省繭行主」はそれが自らに不利になるとして，くりかえし政府に

実施の猶予を請願しているのである㈱。

 原料座繰糸生産の維持，利用料の低下防止という点で繭行の開設制限に

ついて，また糸や繭の短期に集中した販売が取引の統制を容易にする点で

繭燈の制限について，絹織業側と繭行主の利害は一致した。「辮法」制定
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時にはたした一端総公所と連合会の役割は異なるとはいえ，こうした利害

の一致カミ両団体をともに省議会の行・社規制の解除決議の反対にまわらせ

たのである。「辮法」の制定によって，江蘇省では5年間という期限つき

で15年から始められた行・壮規制は無期限化され，漸江省では繭販売地と

して養蚕業を発展させたいとする紹興府下諸県のような声はおしっぷされ

てしまった。

 行・壮の規制は，当然繭の出回り量を抑えることになる。とくにもとも

と繭回数の少なかった漸江省のほうが影響が大きく，このことが江蘇，三

江両省の繭出回り量の相違を生み出す一因になったと考えられる。器械製

糸業との関連で原料繭供給問題の解決を，「条例」や「辮法」は新しい養

蚕地の開拓にもとめていた。「条例」制定の時点から糸歩総公所が意図し

ていたように，既存の主要産繭地で行・肚の規制をしても，新しい養蚕地

が開拓できれば原料繭の不犀が生じることはなかろう。しかし生産量およ

び開平の両面において成果をあげられるような，新しい養蚕地の開拓は容

易なことではなかったろう。しかも「辮法」が行・肚規制をした区域は広

く，新しい養蚕地の開拓といっても，江蘇省では長江以北か，漸江省では

銭轡江以南の海岸よりにもとめぎるを得ず，さもなければ両省外にまで手

を広げねばならない。こうなると既存の産繭地の製糸工場はその立地条件

を充分にいかすことができなくなるし，上海の製糸工場は立地を変えない

限り，原料産地との間の距離は一層とおくなってしまうことになる。

  2 「三法」への反対の言論

 1928年に南京国民政府が行・壮の規制を解除するまで，21年に制定きれ

た「辮法」は効力を持ちつづけた。「糸繭団体は行・壮開放の要求が発生

するたびにく農商〉部の規則に違反することをいうが，部の規則とはこの

辮法を指していうのであるOS」（〈 〉内は筆者が補った）といわれるよう

に，21年以後，「辮法」は繭行の開設や繭壮の設置の自由化要求を抑える

連合会や糸繭総公所の最大の拠りどころとなった。
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 「辮法」制定後も，江蘇省議会議員のなかにはその有効性を否定し，省

議会の議決の実行をもとめるものがいないではなかった。議員の徐翫らは

省議会法に基づく議決を農商部500号令は取消したのか否か，また取消す

権限があるのか否かといった点に疑問を発しながら，「辮法」の内容につ

いては，第1条での行・仕の規制と第2条での蚕糸業の奨励・普及が矛盾

している点を批判している。その根拠として，彼らは1915年の「条例」で

繭行の特別制限地域とされた6県のうち，厳格に旧弊が少数のままに制限

された江寧等の県では蚕糸業が発達せず，少しでも吟行が増加した呉県や

呉江等では発達がみられたことをあげている。これが事実か否かはともか

くとして，彼らは繭行数を制限し農民による繭の乾燥と乾繭の販売を認め

ない状態では，養蚕業の発達はあり得ないと考えていたCU。

 このように「辮法」制定後も，その内容を批判し，省議会の議決を修正

あるいは実施留保期間を延長するなどして，なお実現しようとする議員た

ちもいた。しかしやがて省議会からの行・吐規制開題についての発言は聞

かれな：くなり，1920年代中頃になってこの問題が再び江蘇，漸江両省でも

ち出された時，行・魅規制の解除をもとめる動きは，経済関係の雑誌上に

言論として，また産繭地の一般の人の省政府への請願あるいは県議会の議

決という形態で展開していった。

 そこでここでは，経済関係の雑誌上における行・燈規制への反対論につ

いてとりあげることにする。私の知る限り，経済関係の雑誌上に反対論が

あらわれ始めるのは20年代中頃以降のことである。行・肚規制に対して，

最も激しく批判したのは『銀行週報』の第9巻50号（1925年）に掲載され

た「渕三江漸限制平行繭肚法令之必要」という論文である。

 この論文の内容の大きな特徴は，行・肚規制の要求が出された理由とし

て，繭行主や予行利用者の利益擁護という点を重視していることにある。

本論文によれば，繭行平の利益は「行少貨多」1ごよって，製糸家あるいは

余繭商といった駅馬利用者のそれは「貨多価廉」によって実現する。繭質

を考慮にいれない限りにおいて，後者については当然のこととして理解で
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きるが，．前者については少し説明をぐわえる必要があろう。この論文は，

「包供」あるいは「包交」と称される繭行利用形態を想定して議論してい

るが，・「行少」によって繭行主の収入が多くなることは「租壮」の場合も

同様であろう。ある産繭地に繭行が少ない場合のほうが，利用料が上昇す

るからである6だが「租姓」の場合の収入には，繭の買付け量の多少は関

係しない。「包娯上や「包交」の場合は買付け請負い量と1担当りの手数

料が決められており1請負い量に買付け量が到達しなかった時には，不足

分の手数料については乾燥費あるいは運送三等が控除される。逆に請負い

量を買付け量が超過した時には，一・一：一・定の割引はされるものの，超過分につ

いても手数料は支払わねばならない㈹。従って買付け量が多くなればなる

ほど，三二主の収入総額は増加するのである。tt

 乱行主と利用者にとって都合のよいr二三，貨多，価廉」の状態を維持

するためには，行・壮の規制の必要があった。「行少」によって繭行主とし

ては利用料の低下を防ぐことができ，利用者としては競争による繭買付け

価格の上昇を防ぐことができるが，「行少」を実現するためには，いうま

でもなく二二の開設制限が必要であった。ここからわかるように「価廉」

は「二三」とつながっており，余繭商にとってはより大きい乾繭販売利益

が期待でき，製糸家にとっては生糸の生産コストの低下が期待できる「価

廉」の実現のためにも三三の開設制限が必要であった。「貨多」を実現す

るためには，養養農民が繭を長期に所持することなく販売するように促せ

ばよい。・そのためには養蚕農民に乾燥設備を所有させねばよいわけで，商

品としての価値のある短期間に集中して繭が出回ればそれだけ価格も低下

し，「三三」も実現するtとになる。

 このように，『』この論文は行・姓規制の理由を繭三主，余丁商，製糸家の

利益の擁護に重点をおいて論じ，また行・蛙規制の解除要求が出されるた

びに「繭商が組織するところの常設機関」，すなわち繭業公所や糸三下公

所が常に反対にのり出したことを強調している。実際には行・姓の規制は

絹織業関係の団体も強く要求しておわ，規制解除の動きにも反対運動を展
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心していた。とくに「辮法」の制定に関しては，連合会を中心とする絹織

業側の動きが目立った。しかし器械製糸業について研究する側からみると，

各地の繭業公所や糸繭総公所が規制の解除に反対する立場を示し，製糸家

がそれとは異なった独自の行動を示さなかったことに興味をもつ。この論

文ぽ繭三主についてt'「必ず当地の有力者か，そうでなければ有力者と結

託している」と述べているが，「記法」制定の時期まで，上海を中心とす

る多くの製糸家は，産繭地の有力者一二紳に依存して原料繭を買い付ける

という形態からぬけ出せないでいたわけである。

 この論文は，行・壮規制が養蚕農民に及ぼした影響についても言及して

いる。乾燥設備の設置が自由に行えないために，養蚕農民は自ち繰糸する

のでなければ，すぐに生繭のままで売却しなければならないが，繭行側は

この点を利用して最初は高値で繭の持ち込みを誘い，頃合をみて買値を急

落きせたり「満包」と称して買付けを中止したりする。そして「農民をし

て売れば原価をわり，売らなければすぐに発蛾してしまい，'なんとか繰糸

しょうとしてもすでに手遅れであるという状態にいたらしめ；一その結果，

ただ堪え忍んで繭行の食い物にされるのを坐視するのみとなる」と，行・

杜規制が品行側の繭価操作に大きな効果をあげたと，この論文はみなして

いる。「条例」や「辮法」の施行が，繭取引における繭行側の農民抑圧に

効果をあげたことは他の雑誌上の論文も認めており，繭価の抑制と利益の

独占をもたらしたことを指摘しているen。

 ほとんどが山繭のみを収穫iする江漸地方の養蚕農民は，乾燥設備が設置

できないことによってはもとより，素行の開設が制限されていることによ

っても，繭価の変動をみた売却が困難になったcu。「辮法」は，その施行

以前に繭行の開設数が少なかった漸江省の繭販売農民に，とりわけ不利益

をもたらしていることに注目した「漸省桑蚕繭糸綱近況調査録」（r中外経

済周刊』167号 1926年）は，繭記数の制限のために「繭の早熟なものは，

各行はなお通常の価格で買い付ける。'しかし'もし市への持ち込みがやや遅

れると，各行はすでに多量に買い付けているために価格を引下げないもの



一一
@468 一一 江島地方の繭取引における行・肚規制について

はないが，・農民は発蛾に迫られているために，安値でも売却せぎるを得な

い」と述べている。行・肚規制は，養蚕農民の繭の早期売却という傾向を

促すことになろう。

 すでに言及した「創除江漸限制二二三二法令之必要」は，余二三や製糸

家などの二二利用者が繭三主と同様に行・牡規制を指向した理由を，「貨

多価廉」の追求においた。だが乾繭の販売にのみ従事する余富商はともか

く，製糸工場の経営者にとって行・壮規制は真の利益につながるのであろ

うか。この論文は，20年忌にはいって顕著になった江漸地方の二二の劣化

を，行・肚規制と関連づけて論じている。すなわち繭質劣化の原因を専ら

養蚕農民の知識の低さや保守性にもとめる見解を批判し，「これまで省・

部が公布してきた両省の繭行・繭壮を制限する法令こそが，実に致命傷で

ある」と述べ，「条例」や「辮法」の施行を繭質の劣化をもたらした原因

として重視している。もちろん，繭の品質を直接に規定する条件は蚕種の

品質や養蚕法であることはいうまでもないが，この論文が批判しているの

は，養蚕農民の繭質向上への意欲を減退させてしまうような繭取引のあり

方である。

 当時，繭質劣化の直接の原因と見なされていたのは養蚕法の不良なこと

であり，桑葉の供給が不充分なままに蚕を上族させたり，成育の不充分な

ままに繭を売却しようとする農民の姿勢が非難されていた。養蚕農民がこ

のような行為をとる理由は，二葉価格の変動の激しさ旧いくつかあったが，

繭取引の面では農民の売り急ぎが関係しており，売り急ぎは行・壮規制に

よって促進された。すでにとりあげた論文が言及していたように，養蚕農

民は二二後のはやいうちに繭を売却してしまわねば，言行に値をたたかれ

るおそれがあり，大部分の地方の農民はそれに抵抗できる手段をもってい

なかった。

 他方，繭二三の三二回持ち込みへの防止策も充分ではなかった。もとも

とごく短期の間に集中して持ち込まれる繭の品質を厳密に検査することは

困難であったが，「条例」以後の乱行開設規制はこの困難を一層ひどくし
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た。1923年度に顕著なかたちであらわれたように，繭質の劣化は製糸工場

の収益の面に大きな影響を及ぼした。24年以降，射干劣化の問題には蚕糸

業関係の団体や経済関係の雑誌が大きな関心をはらうようになるが，永泰

糸廠の経営者である徐錦栄もこの問題に関する警告を，新聞紙上の広告欄

に掲載していた。徐錦町は「農民に不正な心がある」点よりも，むしろ

「繭購入者自らが替を招いている」ことを重視しているが，それは「分

室」を廃止した後，早行が秤を多く設置するようになったため，「秤手」

は繭質の優劣を識別できず，監督者も充分に任務を果せないでいる状態を

きしているOO。

 もともと平行は，養蚕農民からの繭の買付けを確実にするために，黒焼

を設置した本行だけでなく，生繭の買付けのみにあたる「分荘」を設けて

きた。ところが「分荘」の設置が拡大するにつれて，繭行の同業団体であ

る繭業公所に所属することなく生繭の売買にあたる，「小仲買人」が出現

するようになった。15年の「条例」制定においてこの「小仲買人」を繭取

引から排除するために，繭行自身も「分荘」の設置を禁止するようになっ

たss。「分荘」の設置禁止にともなって乾燥設備をもっている繭行でなけ

れば繭の買付けに従事できなくなったが，このことは「条例」の他の規定

とともに「少数の資金豊富な下行が，市場を思いのままにできる」ように

したss。だが「分荘」の設置を禁止すると，それまでそこで扱っていた買

付け分が本行に集中することになるわけで，それだけ買付けのための秤も

多数必要になり，品質検査も一層困難になっていったのである。

 繭質の劣化は製品の品質だけでなく，生産費にも影響する。1927年度の

繭価は，これまでに経験したことのないほどの安さであった。このために

生産量は多かったが農民は利益をあげることができず，収穫iの遅かった農

民の場合には買いたたかれて損失さえ生じた。ところが製糸工場では安い

原料繭が入手できたにもかかわらず，利益はあまりあがらなかった。とく

に上海の製糸工場で顕著であり，政府に救済の要請さえなきれたen。製糸

工場の収益にはもちろん糸価の変動が大きく作用するが，近代にはいって
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稀にみる豊作で平価が安かったにもかかわらず，利益をあげ得なかったば

かりか救済さえ要請しなければならない状態が生じたことは，原料繭の単

価は安くとも骨質の劣化が繰折を増大させたり，選繭工や削際工の増加を

必要にするなどして，生産費の増加をもたらしていたことを示唆している。

  3 行・姓規制反対の運動

 経済関係の雑誌上で行・壮規制に批判的な言論が展開されている頃には，

いくつかの産繭地で規制の解除をもとめる運動も始まっていた。即行開設

制限の解除，繭壮の設置自由化，養蚕農民の乾繭販売認可など，産繭：地の

実状を反映して各地の運動は要求の重点のおき方を異にしていたが，全体

として行・吐規制を困難にし既存の繭行制度の動揺をもたらすことになっ

た。

 江蘇省議会議員の徐濠らは，「糸区」の行・壮規制を解除する理由とし

て，野江省の絹織業の改良の進展をあげていた。実際に1926年には，漸江

省政府は「新式機織業」の需要に応じるためにも，器械製糸工場や足踏製

糸工場の創設を奨励し，一定以上の設備と生産量を有する工場に限って繭

壮の設置を認めるようになった㈱。輸出の減退だけでなく，国内絹織業の

使用原糸の変化という面からも，漸江省の製糸業の改良の必要性が指摘さ

れ始め，その一環として繭壮設置の自由化の要求が出されるようになった。

たとえば1925年の呉興県議会における，「公共供繭壮」設置の議決がそう

であるSio

 三江省でもこうした行・壮規制の解除要求をめぐって，20年代中頃に紛

争が生じたが④，より強力な行・壮規制の反対運動が展開したのは，相対

的に繭販売が普及していた江蘇省のほうであった。そこで以下において，

江蘇省内でも繭階数：が少ないままに規制を実施された県（金鶏・漂陽）と，

すでに多数の予行が開設された後に規制が実施された県（無錫）にわけて，

行・壮規制反対運動の展開について考察することにしたい。
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  （1）金壇・涼感

 行・壮規制に対して最も激しい反対運動が展開したのは，江蘇省の金壇

県と漂陽県であった。1925年金壇県の県議会や商会，農会からの要請をう

けた江蘇省実業庁は，金壇県の養蚕農民が自ら繭肚を設置して繭の乾燥に

あたることを許可した。とくにこの年にこのような要請がなされたのは，

5・30事件の影響による繭買付けの不活発，それによる発蛾そして農民の

損失という事態の出現をおそれたためだったようであるが，根底には「条

例」，「辮法」とっつく行・壮規制問題があった。そうであるが故に，行・

壮規制解除の要求は翌年にもつづいた。25年から26年にかけての動きの

「辮法」制定時のそれとの違いは，行・壮規制の解除をもとめる声カミ省議

会の外に大きく広がった点である。この時には，「繭区各地の省議会議員

は大半が専行主で豪商と結託しており，己のために計画し方法を講じて制

限しながく利益を独占せんことを思っているが，これに過ぎる不平等はな

いことを知るべきである」と㈹，むしろ省議会議員は現存の繭取引のあり

方を維持しようとするものとして非難されている。

 このように省議会議員を非難した金壇県の孫俊，掛鏡文，章撃墜らは，

繭画数の制限によって繭価が抑制されている状態の下で，農民には発蛾を

防止する手段カミないため結局は安値でも売却せぎるを得ないという理由を

あげて，反対の番目ミ強いなかで省政府が衆盲設置の許可をまもるようにも

とめている＠。このような請願をした孫俊らの社会的な地位は不明だが，

彼らは「金壇全県蚕戸協会」の結成を推進しており㈲，文字通りに理解す

れば養蚕農民の組合をつくって繭赴設置の実現をはかろうとしているので

ある。

 ところで次に述べるように，養蚕農民の繭仕設置許可については，習業

公所や連合会が強く反対した。反対論のなかにおいてこれらの団体は，劇

壇県での認可が他県にも波及するであろうことを危惧していたが，この危

惧は現実のものとなった。金壇県での繭燈設置認可をうけて，上海在住の

金壇，丹陽，漂陽三県の出身者である張権，張漢・江況，張国棟・呂潤緑
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らは，すでに許可をうけた県はもとより，それ以外の県についても同じよ

うに乾燥設備の設置を認めるよう省政府に要請している＠。また少し時期

はおくれるが，丹徒県の県議会議員も繭壮の設置許可をもとめている㈲。

 なかでも漂陽については，上海の漂陽出身者が行・蛙規制の解除の実現

を省政府に請願したり，出身県の「公団」に働きかけるなど活発な動きを

みせていた。漂陽県出身の姜邦俊，王邦栄は省政府への請願のなかで，漂

陽の繭行数が無錫のほぼ10分の1に制限され，繭価が抑制きれるどころか

産繭の買い残しきえ生じている状態を説明し，「土肚」の設置認可だけで

なく農民救済のための根本的解決策として「辮法」の廃止をもとめた㈱。

同じことは漂唐戸の「公団」宛書函でも述べており㈹，金壇県での繭肚設

置認可問題が周辺諸県に波及するなかで，「辮法」そのものの廃止も主張

されるようになったのである。

 ところで金魚，深陽の二身について，出行への攻撃が最も激しかったと

いわれるが㈹，「旅濯漂陽公民」の出身県「公団」にあてた書函はその原因

を示唆しているように思える。繭行の利用料についてみると無益のほうが

珍獣よりも1担当り5，6元も安いが，それにもかかわらず製糸家や余繭

商が重陽の勤行を利用する理由について，少数の繭行で繭価を抑制し無暗

繭より品質の良い漂上繭を無錫繭とかわらない値段で買い付けることがで

きるためだと，書函は述べている㈲。すなわち漂陽の養蚕農民は，「条例」

や「辮法」制定以前にすでに多数の送行が開設きれていた雑嚢と異なって，

繭行の開設数カミ少数のままに規制されており，それだけ生産繭が価値どお

りに販売できない程度がひどかったわけである。

 金壇，漂陽両県を中心に誉者設置の自由化，さらには「辮法」の廃止を

もとめる運動がすすむなかで，これに反対する勢力ももちろん活動してい

た。まず金壇，漂陽両県の蟹行が所属する宜漂金繭業公所は，「土壌」と

はいっても実際には鼠舞の乾燥設備とかわりはなく，従って「藩法」に違

反することなどを理由に，糸繭総公所に共同で対策を協議することを申し

入れた働。この通知をうけた糸繭総公所は，宜漂金繭業公所があげたと同
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じような理由を示し，各地の繭業公所が「土壮」設置の認可に反対するよ

う電報をうったPt。この糸繭総公所からの指示をうけて，江泰高宝事業公

所，松江金山繭業公所，靖江繭業公所，洞庭西山画業公所などが反対の意

思を表明した。

 ところで今回の行・壮規制問題に関して，規制の解除をもとめる側から

省議会議員を非難する声があったことに先に言及したが，それにはそれな

りの理由があった。今回，省議会議員としてこの問題にかかわっていた人

物として陳人厚がいるが，彼は宜献金繭業公所の総董であり，当然，繭壮

設置の認可に反対の立場をとっていたのである。

 糸繭総公所や地殻金興業公所をはじめとする各：地の繭業公所が反対した

だけでなく，連合会も行・社規制の緩和に反対したZZ。無業公所や連合会

は，「辮法」を維持したいという点で立場を共通にしていたわけである。

 洞庭西山繭業公所は「土壮」の設置に反対する理由の一つとして，次の

点をあげていた。

  もし養蚕農家が自分で乾燥すれば，乾燥の度合は不均一で優劣は区分

 し難く，製糸工場の用に適さない。あるいは農家が相場の上昇を待って

 売らず，買付けを開始しても繭が多くなければ，客商の足は遠のき，繭

 行業はいきおい必ず漸滅してしまう。もし貧農が専ら開轡型の繭販売に

 よって桑葉費を返済しようとしても，それもしばらく適わない。これは

 とりわけ人民，農民に不都合な弊害である㈲。

江蘇実業庁長の徐蘭壁は「土仕」設置の反対論者たちに対して，「土壮」

の設置は農民に自分の繭の乾燥を許すのみで，他人の繭の乾燥や乾繭の販

売といった繭行に類似した行為を認めるものではないことを説明したにも

かかわらず㈱，繭行主だちが反対したのは，この洞庭西山繭業公所のあげ

る理由からわかるように，繭の短期に集中した出回りがなければ「包供」

や「包交」のような契約は不可能になりかねず，繭行が存在することの意

味そのものが稀薄になるためである。

 行・壮規制問題の解決は26年にもちこされ，その間に蚕糸業や繭取引の
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実状についての調査が行われたようである。26年の春繭出回り期をひかえ

ての，江蘇省政府のこの問題に対する態度は明確さを欠いていた。江蘇省

政府の一つの解決案は，個々の農民にではなく「公共冷風」というかたち

で乾燥設備の設置を認めようというものであり，「辮法」が無錫と螺県に

限定して認めていた内容と同じで，金壇，漂陽，丹陽の3県を認可の対象

にしている㈲。もう一つの案は前年の漂陽の農会と商会の提案に似ている

がca，金壇，漂陽，丹陽，宜興の4県について現存の随行数の2割前後を

増設しようというものである。省政府の態度の不明確さは，この二案のい

つれを実施するのかはっきりしなかったことにあるen。

 漂陽での26年の初繭買付け開始にあたって，乾燥設備の設置をめぐって

鯉口側が法令の未公布などを理由に非難し混乱が生じたのも，省政府の態

度の不明確きに一因があったろう。省政府にこの事態の救済をもとめた上

海の漂陽同郷会は，乾燥設備の設置にくわえて座繰製糸の改良や乾繭取引

およびそれにともなう繭取引の通年化を要望している。このなかで本稿の

研究視点との関連で重要なのは，乾繭取引，通年取引の認可要請である。

漂陽同郷会は養蚕農民の乾繭販売のために乾繭行開設の許可，あるいは鮮

繭行の乾繭買付けの許可をもとめているのであるが，漂陽同郷会のこのよ

うな要求の提出は，明らかに次に述べる無足での乾繭売買の公認の影響を

うけていた㈱。さらに少し後の漂陽同郷会の江蘇実業庁への要求は，繭行

の2割増設という案を批判し無制限の増設をもとめているが㈲，上陽同郷

会の要求は「辮法」等で規定きれた行・仕規制の廃止を意味するだけでな

く，紀行制度そのものの変容につながる。

  （2）i無錫

 曲行制度の下における繭取引の統制がとりわけ弛緩していたのは，江漸

地方で最も多数の戯口が開設されていた無印県である。第一次大戦期を画

；期に器械製糸業が急速に発展した無錫では，他県と異なって取引統制の弛

緩には製糸家の動向も関係していたようである。
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 1924年度の春繭買付け開始を前に，糸繭総公所は繭質劣化の防止とから

めて，「争先開帳」，「民放繭価」，「前掛小秤」の取締りについて協議して

いる㈲。第3の点は「分点」の廃止にともなう本行の無理な買付け状態に

関する問題であるが，第1，第2の点については無錫の製糸家と，繭行主

および上海の製糸家との対抗という問題が関係していた。

 繭の買付け開始日についてはともかく，買付け価格の上限については，

これまでも繭行間において必ずしも厳格にはまもられてこなかったが，20

年代中頃には，買付けの開始日と価格両方の統制を乱す要因として，無比

の製糸家の購繭活動が作用するようになっていた。1923年の春繭の買付け

開始のために，上海の製糸家は無論で150か月160の繭行との契約をおえ，

また買付けの開始日や価格の協定ができていた。ところが天候の関係で繭

の出来が早かったこともあり，すでに原料繭が在庫をついていた無錫の製

糸家のなかには，協定きれた買付け開始日より前にしかも高価格で買付け

を始め，農民もこれに応じているというニュー'一スが無錫繭業公所から山繭

総公所につたえられたPt。

 協定を無視した無錫製糸家の繭買付け開始は1923年忌特殊な出来事であ

ったのか，それとも第一次大戦後の無血の器械製糸業の発展と関連してい

るのかといった点について直接に判断できる材料はないが，盛業公所や糸

面総公所からすれば，繭取引の統制というその基本的な役割の否定につな

が．りかねないだけに，こうした行為は当然非難の対象となった。また既存

の必定制度の下で原料繭を買い付けている上海の製糸家も，「みな無錫に

電報を打ったり手紙を送ったりして詰問した」のである㈹。藍鼠の製糸家

からすれば，工場は増加しているにもかかわらず繭行の増設は禁止され，

しかも既存の面心の70％程度を上海側におさえられている状態では，産土

地の工場としての利点を発揮しようがない。23年忌出来事は天候によって

促進された面もあったろうが，根本的にはこのような品題カミあったことを

認識すべきであろう。

 「条例」制定以前にすでに多数の繭行が開設され繭取引が最も普及して
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いた無錫では，行・壮規制への反対の動きの様相もこれまでの諸県とは異

なっていた。

 「辮法」は第5条において，無錫と蝶県に限定して農村に「公共供繭

場」を設置することを認めていた。20年の杭州の会議での決定と異なって，

「辮法」カミ「公共供繭場」の設置を認めた理由ははっきりとはわからない

が，両県は江蘇，漸江両省のなかでそれぞれ最も多数の繭行がすでに開設

されており，絹織業の側からすれば両県の繭販売地から座繰糸販売地への

転換を期待することはもはや不可能であったことが，一つの理由と考えら

れる。事実，たとえば粗葉では，1920年代中頃にな：って魚価の低落に苦し

む農民が「旧式の木製繰糸具」をとり出して繰糸してみたも．のの，売り物

になる生糸はほとんど生産できなかった㈱◎もう一つの理由は，無尽では

農民による繭の乾燥が事実上すでにすすんでいたことであろう。とくに富

裕な農民は，繭行に繭の乾燥のみを依頼する「臨娯i」の方法を利用してい

た㈱。

 「登営」作成者の意図を推測すれば，このような県に限定して「公共供

繭場」の設置を認め，行・肚規制は商人の農民への抑圧につながるもので

あるという省議会等の批判を緩和しようとしたのかもしれない。もっとも

この第5条が実行にうつされた形跡はみあたらない。26年の春繭出回り期

に開化郷の「公民」王紹堂らは，農民が繭壮を設置できるよう規制を解除

することを請願し㈹，翌年になって無為の農民協会威逼処によってもこの

問題はとりあげられている。だが「臨供」の方法にしろ繭社の設置にしろ，

農民の乾繭販売は公式には認められていなかったから，それだけでは農民

が繭販売を有利にすすめるのに不充分であった。無錫での既存の繭取引の

あり方への反対の動きの焦点は，乾繭販売の認可にあった。

 繭壮設置の自由化をもとめる無勢県民の請願がなされた頃には，乾繭の

正規の販売ルートの実現も問題になり始めていた。農民が「臨供」という

方法で乾燥した繭についても，事実上は非公式に既存の寒行（鮮繭行）が

買い付けていたのであるが㈹，この乾繭の買付けを乾繭行の設置によって
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正規のものにしようとする動きが始まったのである。

 繭壮の設置要求のあった1926年の春繭出回り期に，繭商の蒋哲卿は省政

府に対して乾繭行の開設認可を申請し6枚の乾繭行帖の発行をもとめた。

乾繭行帖の発行申請は蒋哲卿だけでなく，つづいて懐上市の総論顧寳珪や

繭業公所董事の虚日曾によってもなされた㈹。

 養蚕農民が自ら繭を乾燥し乾繭として販売する場合の，繭価を操作され

ないことなどの農民にとっての利点は，繭肚規制問題の論議のなかでも指

摘されていた。くわえて製糸家の側にも利点があることが，第一次大戦直

後から指摘きれていた。すなわち生繭の買付けと異なって一時に多額の購

繭資金の準備を必要としないこと，多量の繭を所持していることによる糸

価下落の場合の危険が回避できることなどが，利点としてあげられてい

た㈹。

 だが無錫における乾繭行帖発行の申請には，二つの方面からの反対があ

った。一つは商会の会董で繭業公所の董事でもあった醇南漠を含む製糸家

や魚島商であり，農民の乾繭販売はこれまで取締りの対象とされてきたこ

とを理由に反対した㈲。無錫では三業公所の董事のなかにも乾繭行帖の発，

行を申請するものがいたから，製糸家や繭業公所所属員の誰もが繭行制度

の改変に反対していたわけではないだろうが，反対論が優勢だったことに

まちがいはなく，糸魚総公所も反対の意思を表明していた㈲。

 もう一つの反対論は，無錫駐心労工会から表明された。同歯は反対の目

的を「養蚕農民の生活をまもる」ことにおいているが，曲舞によれば養蚕

農民の手による繭の乾燥は民国初年の省議会での議決で承認されており，

乾繭出歯の数を限定して発行すれば，申請した商人らによる乾繭買付けの

独占が生じるというのである（？D。民国初年の省議会の議決といわれるもの

が事実かどうかわからないが，農民に乾繭の販売を認めても，乾繭行帖の

枚数を少数に制限して発行したのでは，独占的買付けという状態が生じる

可能性は大いにあった。

 この点は，この問題について討議した江蘇省実業庁主催の会議でも検討
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されていた。この会議の様子からすると養蚕農民による繭の乾燥はすでに

認める方向にあったようだが，それを前提に乾繭行の設置の必要性を認め

たうえで，乾繭行の乾繭買付けの独占を防ぎ，かつ外商が買付けに介入し

て三尊収入に影響がでることのないような方法として，乾繭の乾繭行への

販売を義務づけ行帖数を制限することなく開設を認めることが提案され

たtUo

 ところがこのような提案は，27年の無知買付け開始前まで堅持されなか

ったようであり，養蚕農民の乾繭販売を認めることにかわりはないが，とく

に乾繭行を開設することはせず，すでに行帖を取得している既存の血行に

生繭，乾繭いつれの買付けも認めることを省長が指示し，これまでの繭行

＝鮮繭行の「鮮」の文字を除去することになった㈲。このような方針の変

更には，次のような事情が関係していたのであろう◎

 良質な繭が生産されるにもかかわらず，繭行の開設数が少ないために買

付け価格が低く抑えられてきた金壇や漂陽では，行・壮規制の解除をもと

める運動が展開した。他方，無職のように「条例」が制定される以前にす

でに多数の心行が開設きれていたところでは，農民による乾繭の販売が事

実上すすみ，乾繭の公式の販売ルートを設置しようとする動ききえみられ

るようになった。こうして26年頃には農民の乾繭販売の公認が避け難い状

態となった。しかし乾繭行の開設には，6枚の行燈の発行に対してでさえ

画業公所や愈愈総公所からの反対があった。こうした事情の下において，

省政府は既存の繭行に乾繭の買付けも認めることでこの問題を解決しよう

としたのであろう。

  おわりに

 江漸：地方の繭取引には，製糸家と養蚕農民の間に繭行主として産繭地の

鰯鯨が介在していた。産繭地の郷紳たちの繭行開設および同業団体の結成

によって，上海の製糸家は日清戦争直後までの時期にみられた原料繭の買

付け難をひとまず解決したが，他面では繭行主独自の利害関係によって製
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糸家の購繭活動の自主性カミ損われることになった。行・壮規制の要求は座

繰糸の生産を維持したい絹織業の側からも出されていたが，同時に繭行主

だちも自らの独自の利害関係にもとづいて出しており，「条例」制定以後，

行・肚規制を維持するという点で絹織業側と巡行主の同業団体である繭業

公所およびそれを一つの母体とする糸基層公所の立場は共通していた。

 罐詰主の側からの行・壮規制の要求は，上海等の製糸家が原料繭の買付

けを依存してきた国連制度を維持することにねらいがあり，製糸家のなか

に顕著な反対の動きはみられなかったが，第一次大戦期を画期とする器械

糸の輸出市場の変化のきぎしや器械製糸業の産繭地における拡大を考えれ

ば，戦後においては行・壮規制が繭の出回り量の増加を抑制したことや，

繭質劣化の一因になったことを重視すべきであろう。行・壮規制はもとも

と繭行数の少なかった漸江省では全域的に繭取引の普及を阻害し，江蘇省

でも無錫等の一部の地：域以外で同様な結果をもたらしただけでなく，養蚕

農民への繭の早期販売の促迫は糸車の低下等の繭質の劣化を生じさせたの

である。

 この行・肚規制に対して最も強い不満が生じたのは，座繰製糸の伝統が

あまりない新興の産繭地でありながら繭行為が少数におさえられていた地

域，すなわち西陽や金壇といった県においてであった。養蚕農民が繭販売

と座繰製糸の選択あるいは「臨供」といったような繭行の魚価抑制への抵

抗の手段をもたず，繭の価値どおりでの販売ができない程度のひどかった

地域において，行・壮規制の解除をもとめる運動は最も強くすすめられた。

一陽県等での運動にくわえて，無錫での一部製糸家の動向や乾繭販売公認

の動き，また漸江省での器械製糸業の普及や絹織業の改良にからむ行・壮

規制の緩和の動き，それに経済関係の雑誌上での行・壮規制への批判的言

論は，全体として19世紀末から形成され「条例」や「辮法」によって法的

に補強きれてきた凶行制度を動揺きせることになった。

 凶行数制限の緩和，農民による繭の乾燥と乾繭の販売，それにともなう

取引の通年化傾向は，繭行主による繭取引の統制を困難にする要因として
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作用するであろう。この盛行制度の動揺を繭行主だちが深刻にうけとめて

いたことは，次のような当時の新聞記事から推測できる。1927年4月19日

付のr民国日報』は，国民革命の進展という概括的な把握においてではあ

るが，これまでのような繭取引の統制と農民の抑圧が困難になることをお

それた奥行主のなかの有力者たちが，上海において本年度の繭買付け方法

について協議したとの記事を掲載しているのである。

             註

（1）江蘇，面面両省で生産される器械糸と座繰糸の輸出量の比較は，上海から輸出

 される生糸のうちの白器械糸と白糸をとり出すことによって，ほぼ正確な結果を

 得ることができよう。白器械糸の輸出量が白糸のそれを超えるのは，1910年代中

 頃のことである（『国際貿易導報』第1巻2号 1930年）。上原重美の1920年代中

 頃の調査に．よれば，座繰製糸にあてられる繭量の割合は漸江省と江蘇省とでは大

 きく異なっており，前者では80％近くになるのに対して後者では10％以下である

 （『支那蚕糸業大観』10～11頁）。

  なお官話地方では足踏製糸が広く普及していたが，本稿では叙述の便宜上，非

 器械製糸という意味で足踏製糸も含めて座繰製糸と称する。

（2） f経済に関する支那慣行調査報告書一支那蚕糸業における取引慣行一』 東亜

 研究所 1944年 34頁。

（3） D． K． Lieu， The Sille lndustry of China， Kelly and Walsh， Limited，

 1940， p．104．

  堀江英一は前掲書において，座繰製糸が長期にわたって持続した要因を，器械

 製糸業における民族資本の「前期性」と養蚕農民の低廉な家内労働にもとめ，ま

 た秦惟人は，繭販売にむかわず座繰製糸を維持しつづけた湖州府下養蚕農民の実

 状について分析している（「清末湖州の蚕糸業と生糸の輸出」 『中嶋敏先生古

 稀記念論集』下巻 肉垂書院 1981年）。

（4）拙稿「江漸：地方における繭取引について」 『史学研究』156号。二二主の社

 会的性格や製糸家等の繭行利用形態についても，本稿で分析した。

（5）もともと清朝が農民からの生繭の買付けを曳行のみに許可した理由は，繭商人

 への統制，市場秩序の維持，外商の購繭活動の規制，繭取引への課税という点に

 あったといわれている（鈴木智夫「清末無錫における蚕糸業の展開」 『岐阜薬

 科大学紀要』第36号）。繭行主は同業団体を結成して，このような清朝政府ある

 いは次の北京政府の意図にそった活動を行いながら，同時に自らの私的利害に対
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処してきたのであるが，細行数の増加や仲間外の商人の繭取引への参加による利

益の低下や取引統制の弛緩によって，同業団体の活動への法的な補強の必要性が

生じたのである。
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『時報』 1916年11月1日，1917年1月11日。

「駆除江漸限制繭行繭肚法令之必要」『銀行週報』第9巻50号（1925年）。

『時報』

『時報』

『時報』

『時報』

『酵母』

『時報』

『堅目』

『時報』

．r時報』

『時報』

『申報』

『申報』

『時報』

『申報∬

『支那蚕糸業大観』

『時報』

『県警』

『時報』

（7）に同じ。

1919年8月1日。

1919年11月11日。

1919年7月11日。

1920年1月26日。

1920年3月12日。

1920年3月12日。

1920年4月4日。

1920年11月28日。

1920年12月3日。

1920年12月15日。

1921年1月20日。

1921年6月4日0

1920年12月5日。

1920年12月9日，1921年1月24日。

     368頁。

1920年11月29日。

1921年1月24日。

1920年12月17日・19日。

  「渕除江漸限制群行繭燈法令之必要」が掲載している「三法」の第1条は江蘇

 三江甲府を含めていないが，当時の新聞報道では江蘇省内における行・肚増設禁

 止区域として江寧府もあげられており（『申報』 1921年4月23日），この論文

 は「辮法」の条文を掲載するにあたって誤って江寧府をおとしたものと考えられ

 る。

㈱ 「軍属繭行代表請願鳳町」 『銭業月報』第8巻3号（1928年）

㈲ （7）に同じ。

㈲ 『時報』 1921年6月4日。

（3D前掲拙稿。

㈱  「取締早行条例取消後対於下戸之影響」 『銭業月報』第7巻5号（1927年）◎

㈱ 「繭汎期洋論」 『銀行週報』第12巻11号（1928年）。

㈱  『申報』 1924年4月28日。
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㈲
㈲
㈲
㈱
㈲
㈲

前掲拙稿。

「中国製糸業之状況」  『農商公報』第31期（1916年）。

「上海糸廠業之調査」 『経済半月刊」第2巻12期（1927年）。

「漸省桑蚕繭糸綱近況調査録」 『中外経済旧刊』185号（1926年）。

『時報』 1925年10月7日。

呉興県議会の「公共供繭壮」設置決議に対しては，「辮法」を根拠に．連合会が

 まず反対の意思を表明した。ついで上激こいる漸江省出身の余繭商たちも，「辮

法」をまもる立場から反対にたちあがった。彼らは糸繭総公所に反対を働きかけ

 るだけでなく，自ら杭嘉湖繭業会商処を結成し，省政府などへ呉興県議会の議決

 の不許可を要請している（『時報』 1925年12月17日・20日）。彼らがこの問題

 を，江蘇，漸江両省における行・肚規制維持の一環としてとりあげていたであろ

 うことは，江蘇省漂陽県での行・壮規制解除の要求に対しても，「辮法」違反と

 いう理由で省政府に反対の意思を表明していることからわかる（『時報』 1926

 年1月11日）。

（4D 『時報』 1925年9月14日。

㈹ 同上。

姻
⑭
㈲
㈲

㈲
㈹
㈲
㈲
㈲
働
㈱
㈲
㈲
㈲
働
㈲
㈲

『時報』

『申報』

『時報』

『時報』

1925年9月21日。・

1925年10月1日。

1926年3月6日。

1925年9月14日。「繭焼」と「土肚」は設備に明確な区別があるわ

けではなく，江蘇省政府は自分の産繭のみを乾燥し、他人の繭を代って乾燥した

り繭の売買に関係したりしないものを「土肚」とみなしていた（『回報』 1925

年9月5日）。

 『時報』 1925年9月21日。

 「蘇町回肚問題已解決」 『銀行週報』第10巻13号（1926年）。

 ㈲に同じ。

『時報』 1925年9月2日。

『時報』 1925年9月2日。

『特報』 1925年9月20日。

『時報』 1925年9月14日。

『雪解』 1925年9月5日◎

⑱に同じ。

『呼野」

『時報』

『時報』

『時報』

1925年9月13日。

1926年5月10日。

1926年5月25日。

1926年6月14日。
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㈹
㈹
㈱
㈹
㈹
㈲
㈹
㈹
㈱

『申報』 1924年5月19日。

『申報』 1923年5月27日。

同上。

『時報』 1926年4月11日。

前掲拙稿。

『時…報』 1926年5月13日。

『申報』 1923年6月9日。

『時報』 1926年1月17日，2月20日。

「蚕糸金融改善策」 『銀行週報』第5券21号（1921年）。行・壮規制は繭質

劣化の一因になっていたが，かといって規制の解除は繭質の向上に直結するわけ

ではない。先に引用した洞庭西山繭業公所の「土壮」設置認可への反対論には一

理があり，乾繭法の良否は生糸の生産に大きな影響があった。この点は繭取引の

現状に批判的な言論のなかでも留意されており，この論文は生糸の品質と乾繭技

術の関係を重視し，農民の乾繭販売を前提として，農民の組織化と共同乾繭を提

唱している。

④
①
D
鋤
⑳

⑯
α
淘
》
α
σ

『時報』

『時報』

『申報』

『時報』

『時報』

1926年1月17日，2月2日。

1926年2月17日。

1926年1月21日。

1926年7月16日。

1927年2月13日。


